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➢北海道では、 Rapidus株式会社（以下、ラピダス社）の千歳進出に伴い、次世代半導体製造拠点・半導体関連産業の集積を
目指している。他にも、道内では、国際海底ケーブルの引き上げ、データセンター地域分散化を契機とした北海道データセン
ターパーク構想、カーボンニュートラルポート（CNP）をはじめ、再生可能エネルギーを活用したGXの推進、GX金融特区構想
など、経済安全保障政策と相まって、DX/GXを一体的に進める動きがみられる。

➢次世代半導体に関しては、北海道庁では、「北海道半導体関連産業振興ビジョン有識者懇話会」を開催し、 「北海道半導体
関連産業振興ビジョン」を、千歳市では「半導体関連産業集積調査分析業務及び将来ビジョン」を取りまとめているところで
ある。また、経済産業省北海道経済産業局では、「北海道半導体人材育成等推進協議会」を設置し、半導体人材育成につ
いての取り組みを推進している。

➢経済界は「一般社団法人北海道新産業創造機構」を、アカデミアにおいては、北海道大学は「半導体拠点形成推進本部」を
設置、千歳科学技術大学は「半導体リサーチセンター（仮称）」を新設予定である。

➢このように、 ラピダス社進出に伴い、北海道内の政策が大きく動き出したタイミングであり、本調査では、次世代半導体拠点
整備により、札幌市にもたらされると想定しうる影響や効果について調査分析するとともに、これを好機と捉え、産業基盤の
強靭化及び地域経済の発展につなげていくために本市が取り組むべき政策の方向性について検討するため、以下の調査
を実施した。

１．目的

1. 札幌市内における半導体関連産業の現状の把握
2. 半導体製造拠点の立地に伴う関係機関の動向の把握
3. 半導体製造拠点の立地に伴う札幌市への影響・効果の調査分析
4. 札幌市が取り組むべき政策の方向性についての検討
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１．札幌市内における半導体関連産業の現状の把握
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1. 札幌市内における半導体関連産業の現状の把握

✓ 半導体産業のサプライチェーンは、一般的に「材料」、「設計」が川上産業にあり、半導体製造装置を活用し、前工程、後工
程へと流れ、最終製品としての出口産業につながる。特徴として半導体製造は集積産業である。

✓ 海外の半導体産業集積の例として、台湾では南部の約70km圏内に半導体集積を図っており、3大サイエンスパークの1つ
である新竹サイエンスパークには、設計～後工程まで数多くの企業が数多く近隣エリアに集積している。韓国では、「K-半
導体戦略」において、同じく半導体サプライチェーンの集積を図っている。

K-半導体戦略の中で半導体ベルトはソウル
の南郊に展開され、既存の半導体関連工場
と新設の重点拠点をカバーする形で設定さ
れる。 ベルトは大きく分けて西部、 北東部、
南東部の3つが設定され、半導体関連企業
の集積している華城〔ファソン〕・龍仁〔ヨンイ
ン〕周辺を3つのベルトのハブとしている。

韓国における半導体産業の集積

台湾における半導体産業の集積

出所）株式会社日本総合研究所「半導体産業調査」
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✓ 北海道庁が取りまとめた、「北海道半導体関連産業振興ビジョン」において、道内の半導体産業の現状が以下の取りま
とめられている。札幌市の特徴としては、半導体の「設計」に係る企業が集積している。

1. 札幌市内における半導体関連産業の現状の把握

出所）北海道庁、「北海道半導体・デジタル関連産業振興ビジョン案」 本編
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1. 札幌市内における半導体関連産業の現状の把握

出所）北海道庁、「北海道半導体・デジタル関連産業振興ビジョン案」 本編
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1. 札幌市内における半導体関連産業の現状の把握

出所）北海道庁、「北海道半導体・デジタル関連産業振興ビジョン案」 資料編

✓ 北海道庁が取りまとめた、「北海道半導体関連産業振興ビジョン」において、サプライチェーンごとの半導体関連産業マ
ップが示されている。札幌市立地企業については赤枠で示す。
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札幌市内に立地する半導体関連企業の情報を整理するとともに、現状や課題等を把握するため、市内に本社又は事業
所・研究所等を有する 半導体関連企業を調査の対象とすること。（関連企業には、半導体の組立・ 製造のみならず、一
連の製造工程を支える企業を含めるものとする。）
・企業情報は、分野ごとに企業名、所在地、従業員数、 採用状況、 売上高、製品・サービス情報、仕入先・供給先、その
他必要な情報を一覧表としてまとめること。
と仕様上では記載されていたが、同時に「北海道半導体人材育成等推進協議会」などにおいて、全体の調査の実施を開
始し、重複齟齬を避けるため、札幌市と協議の上、以下の方針で調査を進めた。

1. 札幌市内における半導体関連産業の現状の把握

✓ 北海道庁や北海道経済産業局が中心とした「北海道半導体人材育成等推進協議会」により、道内の半導体関連産
業のサプライチェーンマップを調査しているところであり、調査の重複・齟齬を避け、より札幌市として有効な調査を実
施するために、札幌市にとって重要と思われる半導体関連企業に「ヒアリング」を実施し、より詳細な情報を収集する
こととした。

✓ まず、札幌市内の半導体関連企業の特徴としては、「半導体設計」を担う企業の存在と「半導体関連技術」の事業化
を進める「北海道大学発スタートアップ」に特徴があり、それぞれに代表企業についてヒアリングを実施した。

✓ 更に、札幌市内企業からヒアリングしたキーワードをもとに、半導体産業の最新のトレンドを調査し、札幌市が取り組
む方向性を検討するため、北海道外の半導体関連企業へのヒアリングも積極的に実施した。
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2. 半導体製造拠点の立地に伴う関係機関の動向の把握

（参考）北海道半導体・電子デバイス企業サプライチェーンマップ(2024年３月版)
北海道半導体人材育成等推進協議会において、現在「北海道半導体・電子デバイス企業サプライチェーンマップ(2024年３月版)」が発表
されており、拠点把握においては本マップをベースにした。

札幌市は半導体領域では圧倒的に「設計」が集積している。
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2. 半導体製造拠点の立地に伴う関係機関の動向の把握

（参考）北海道半導体・電子デバイス企業サプライチェーンマップ(2024年３月版) （出所）北海道半導体人材育成等推進協議会
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2. 半導体製造拠点の立地に伴う関係機関の動向の把握

（参考）北海道半導体・電子デバイス企業サプライチェーンマップ(2024年３月版) （出所）北海道半導体人材育成等推進協議会
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2. 半導体製造拠点の立地に伴う関係機関の動向の把握

（参考）北海道半導体・電子デバイス企業サプライチェーンマップ(2024年３月版) （出所）北海道半導体人材育成等推進協議会
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2. 半導体製造拠点の立地に伴う関係機関の動向の把握

（参考）北海道半導体・電子デバイス企業サプライチェーンマップ(2024年３月版) （出所）北海道半導体人材育成等推進協議会
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2. 半導体製造拠点の立地に伴う関係機関の動向の把握

（参考）北海道半導体・電子デバイス企業サプライチェーンマップ(2024年３月版) （出所）北海道半導体人材育成等推進協議会
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２．半導体製造拠点の立地に伴う関係機関の動向の把握
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2. 半導体製造拠点の立地に伴う関係機関の動向の把握

✓ 千歳市での半導体製造拠点立地に伴う国、北海道、周辺自治体、大学等の教育研究機関などの関係機関や関連すると
思われる機関等における取組について、情報の収集及び動向把握を以下の関係機関を中心に行った。

調査対象 調査概要

ラピダス関連の動向 ラピダスの状況について公開情報ベースで動向調査を実施。

経済産業省および
主要中央省庁

ラピダスをはじめ、経済安全保障である半導体産業振興は、基本的には経済産業省をはじめとして、霞が関主導で進んでいる。
霞が関のじゅおほうを随時調査し、本調査に活かすこととした。

北海道庁
「北海道半導体関連産業振興ビジョン有識者懇話会」を開催し、 令和6年1月12日～2月13日まで募集を行ったパブリックコメント
の結果などを踏まえた、「北海道半導体・デジタル関連産業振興ビジョン案」の取りまとめがなされ、北海道としての半導体産業
の取り組みの方向性を提示している。

北海道経済産業局
「北海道半導体人材育成等推進協議会」の事務局を担っており、令和5年12月6日に「人材育成・確保ワーキンググループ・取引
活性化ワーキンググループの活動中間報告」が取りまとめられ、「人材面」に関しては、①人材育成・確保のロードマップ作成、②
各機関の取組内容可視化、産業界と教育界を繋ぐアクションの実行、「取引活性化」の観点では、①道内半導体関連企業のヒア
リング調査／サプライチェーンマップ作成、②取引拡大方策の検討の報告がなされた。

北海道大学
令和5年10月1日付で半導体分野における産学官のハブとなる「半導体拠点形成推進本部」を設置し、令和6年1月16日に、東北
大学と連携協定を締結し、半導体人材育成において、両大学の半導体研究教育部門が中心となり、「半導体人材育成プラット
フォーム」を設置することを発表している。

一般社団法人北海道新産
業創造機構（ANIC）/北海

道経済連合会

道経連、ノーステック財団、北洋銀行、北海道銀行、北海道電力により、ラピダス、行政機関および今後進出する半導体関連企
業の立地に関する一元的な相談窓口として設置され、北海道庁と共に半導体にビジョンに関わる調査などを実施してる。

千歳市
ラピダスの千歳進出を受けて、「半導体関連産業集積調査分析業務及び将来ビジョン」を取りまとめているところである。道外の
半導体関連企業4000社に進出意向調査を実施し、道内に立地する可能性があると答えた企業40社のうち、2024年2月時点で千
歳市内での立地は36社としている。

苫小牧市
苫東に(株)テクノフレックスの企業進出が決定した他、半導体関連企業からの立地視察があるが、ソフトバンクのデータセンター
や海底ケーブルの陸揚げや苫小牧市スマートシティ官民連携協議会等、様々な政策が並行で動いており、現在、北海道のため
に苫小牧市がどのような貢献ができるかを幅広く検討する有識者会議を実施中。

AI半導体関連動向 次世代半導体においてAI半導体の動向が活発化してきているため、それに係る動向を調査した。
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2. 半導体製造拠点の立地に伴う関係機関の動向の把握

■ラピダス社の動向

✓ ラピダス社はRUMS（Rapid & Unified Manufacturing Service）と呼ばれる新しいファウンドリーサービスを提示しており、
少量多品種のAI半導体を中心に製造し、どこよりも速い短TAT（Turn Around Time）製造を目指すとしている。

✓ また、次世代半導体研究のための研究開発組織である「技術研究組合最先端半導体技術センター（LSTC）」と緊密の
連携し、次世代半導体の将来の製造基盤の確立に向けた研究開発プロジェクトを実施し、imecやIBMとの国際連携も進
めており、計画では、2025年にパイロットラインを稼働し、2026年にシャトルサービス開始、2027年には量産製造開始と
している。

企画

設計

前工程

後工程

電機メーカー

半導体メーカー

IDM
Integrated 

Device 
Manufacturer

垂直統合型

1980年代までの主流

企画

設計

前工程

後工程

半導体メーカー
ファブレス

水平分業型

現在の主流

デザインハウス

ファウンドリー

OSAT（※）

（※）Outsourced Semiconductor Assembly and Test：後工程受託実装会社

企画

設計
前工程
後工程

RUMS

ラピダスモデル

AIチップ顧客

ラピダス
RUMS

出所）ラピダス社の講演内容より日本総合研究所作成出所）経済産業省「半導体・デジタル産業戦略」令和5年6月

ラピダス社の今後の計画

2022年 ラピダス社設立

2023年 工場着工

2025年 パイロットライン稼働

2026年 シャトルサービス開始

2027年 量産製造開始

DMCO
Design-Manufacturing

Co-Optimization

全枚葉処理

劇的に製造スピードを短縮
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2. 半導体製造拠点の立地に伴う関係機関の動向の把握

✓ ラピダス社は国際展開を進めており、米シリコンバレーに拠点を設置し、米IT大手への営業拠点として事業所を設け、
半導体の設計技術者を多く抱えるインドとは半導体産業の人材確保に向けた取り組みを進めている。

✓ また、次世代半導体の製造を行うため、各国から先端半導体関連産業が北海道への進出を表明しており、加えて、現
在世界的に注目を浴びており、RUMSのAIチップの企画を協働するAIスタートアップとの連携についても発表がなされて
いる。

✓ まずは、ラピダスに納入する海外の半導体関連企業は、北海道にラピダスサポート体制を整える計画である。

海外関連機関・企業 主な内容

imec（ベルギー）
Interuniversity 

Microelectronics Centre

ベルギー拠点の世界的な国際的半導体研究機関であり、2022年12月にラピダスと協力覚書締結している。
ラピダスを支援する日本拠点の設立を東京都及び北海道で検討している。既に、東京大学大学院工学系研究科附属システ
ムデザイン研究センター（d.lab）とimecは戦略的なパートナーシップ締結している。

ASML（オランダ）
オランダの半導体製造装置メーカーであり、最先端の極端紫外線露光装置を世界で唯一製造している。
ラピダス支援のため、北海道に技術支援拠点の設立を検討している。既に、ASMLジャパン本部は東京にあり、事務所は広
島、熊本、長崎、鶴岡、四日市、北上に設けている。

アプライドマテリアルズ
（米）

米国本拠地の半導体製造装置メーカーであり、成膜装置等の世界トップメーカー。2025年までに千歳市周辺にラピダスをサ
ポートする拠点を設立予定。

ラムリサーチ（米）
半導体に微細な回路を形成するエッチングの半導体製造装置世界大手で、既に横浜に拠点がある。ラピダス支援のためラ
ムリサーチ合同会社千歳オフィスを設置。

テンストレント（カナダ）

令和6年27日、AIプロセッサおよRISC-Vプロセッサを開発しているカナダのスタートアップであるテンストレント（ジム・ケラーＣ
ＥＯ）とエッジＡＩ半導体の製造において提携すると発表した。量産化についてもラピダスの準備ができた段階開始する予定で
ある。ジム・ケラーＣＥＯは、米アップル、テスラ、インテルなどで半導体開発に携わってきた人物であり、先端半導体分野の
第一人者である。既に、令和5年3月13日に日本法人「テンストレント・ジャパン」を設立している。
2nmエッジAIデバイスのCPU設計はテンストレントが行い、アクセラレーターチップの開発を東京大学などが実施、ラピダスは
これらを３次元のチップレットにまとめ量産する計画としている。

ラピダス社は、産業用ロボットやヘルスケアなど日本が強みを持つ産業分野に展開し、世界の標準化に向けた取り組みを
進めていくとしており、先端半導体の開発によりAIの消費電力を削減にも資するとしている。
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2. 半導体製造拠点の立地に伴う関係機関の動向の把握

✓ 半導体の微細化が進み、現在の車載半導体から今後需要が大きくなるエッジAI向け半導体など、専用低消費電力半導
体の拡大が見込まれ、今後2030年までに7 nm以下の先端半導体の市場が最も拡大する見込みである。

出所）経済産業省
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2. 半導体製造拠点の立地に伴う関係機関の動向の把握

■経済産業省の動向

経済産業省：半導体関係令和５年度補正予算案: 合計：1兆9,867億円

経済安保基金：5,754億円

パワー半導体、半導体部素材・装置、電子部品、計算資源等

先端半導体基金：7,652億円※既存基金残金含む

先端ロジック量産支援等

ポスト５Ｇ基金等：6,461億円

ラピダス、後工程研究開発、最先端半導体の利活用促進に向けた設計支援等

✓ 半導体関連の令和5年度の補正予算を以下に示す。半導体に係る基金事業において戦略的投資が実施されている。
✓ その他、2021年度から設置されているグリーンイノベーション（GI）基金についても、次世代パワー半導体デバイス製造技

術開発や次世代パワー半導体に用いるウエハ技術開発、次世代グリーンデータセンター技術開発などが先行投資とし
て進められている。

✓ また、日本政策投資銀行は2024年度から2年間で、国内の半導体や蓄電池などのサプライチェーン（供給網）強化に
1500億円以上を集中投資する。政府による出資を組み込んだ枠組みを使って「サプライチェーン強靱化・インフラ高度化
ファンド」という投資枠をつくる。

⚫ グリーンイノベーション（GI）基金
⚫ 政策投資銀行「サプライチェーン強靱化・インフラ高度化ファンド」
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✓ 「国際連携に基づく2nm世代ロジック半導体の集積化技術と短TAT製造技術の研究開発」プロジェクトについては、
Rapidus社は、2022年11月に「ポスト5G情報通信システム基盤強化研究開発事業(ポスト5G基金事業）」において次世
代半導体の研究開発プロジェクトに採択されており、（2022年度の支援上限：700億円）、本事業におけるRapidus社の
2023年度の計画・予算（2023年度の支援上限：2,600億円）っも承認されている。

✓ また、経済産業省は2024年2月９日にポスト5G基金事業において技術研究組合最先端半導体技術センター（LSTC）が
提案した研究テーマ2件について、「2nm世代半導体チップ設計技術開発」280億円、「Beyond 2nm世代向け半導体技術
開発」170億円で計450億円を支援することを決定した。

2. 半導体製造拠点の立地に伴う関係機関の動向の把握
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2. 半導体製造拠点の立地に伴う関係機関の動向の把握

◆ ポスト5G情報通信システム基盤強化研究開発事業：事業期間：2020年度～、予算額：7,950億円（事業期間総額）
ポスト5Gに対応した情報通信システム（以下、「ポスト5G情報通信システム」）の中核となる技術を開発することで、我が国のポ
スト5G情報通信システムの開発・製造基盤強化を目的とする。具体的には、ポスト5G情報通信システムや当該システムで用い
られる半導体を開発するとともに、ポスト5Gで必要となる先端半導体の製造技術の開発に取り組む。
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2. 半導体製造拠点の立地に伴う関係機関の動向の把握

✓ AI半導体の設計の重要性についても言及しており、半導体戦略の政策においても重点領域となっている。
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2. 半導体製造拠点の立地に伴う関係機関の動向の把握

✓ 経済産業省では、半導体に係る高度人材育成については、ユースケースも含めた半導体全体のサプライチェーンを理解
した上で、ハードソフト双方のアーキテクチャに精通する人材の育成を目指している。
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2. 半導体製造拠点の立地に伴う関係機関の動向の把握

■内閣府の動向

✓ 令和５年度補正予算において、半導体等の戦略分野に関する国家プロジェクトの生産拠点の整備に際し、必要となる関
連インフラの整備を支援するため、「地域産業構造転換インフラ整備推進交付金」が創設され、４件PJが採択された。

✓ 千歳市の地方創生に資する効果としては、「北海道における半導体関連エコシステムの発展が期待され、大きな経済効
果が見込まれる。また、 事業者によれば、工場操業時の従業員規模は 1,000 人程度にのぼる。」とされている。
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2. 半導体製造拠点の立地に伴う関係機関の動向の把握

■国土交通省

✓ 国土交通省においても総合経済対策として、「産業用地の整備の促進」に関する事業を展開している。
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2. 半導体製造拠点の立地に伴う関係機関の動向の把握

■北海道庁

✓  「北海道半導体・デジタル関連産業振興ビジョン案」の北海道が目指す姿として、「ラピダス社の立地を契機として、半
導体の製造、研究、人材育成等が一体となった複合拠点を実現し、すべての産業へのDX化を進める「北海道デジタル
パーク」を展開する中で、その効果を道央圏のみならず全道に波及する」としている。

✓ その前提として、ラピダス社のプロジェクト成功があり、その後、まずは道央圏での製造・研究・人材育成等が一体とな
った複合拠点（道内の半導体関連企業と公設・民間の研究開発機関、大学や高専等の教育機関が一体となったもの）
を実現するとしている。地域拠点は、半導体やデジタル関連産業が地域の産業などと結びついたものであり、複合拠
点と道内各地の地域拠点がデジタルインフラなどを介して有機的につながることにより、半導体エコシステムを構築し、
国内はもとより世界に向けてネットワークの強化を図るとしている。

✓ その先に、道内のデジタルインフラを成長基盤として、半導体やデジタル関連産業の集積を加速し、すべての産業への
DX化を進める「北海道デジタルパーク」を全道に展開するとしている。

出所）北海道庁、「北海道半導体・デジタル関連産業振興ビジョン案」
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2. 半導体製造拠点の立地に伴う関係機関の動向の把握

✓  「北海道半導体・デジタル関連産業振興ビジョン案」において、めざす姿の実現に向けた課題と方針が示されており、
それに対し、札幌市が取り組む方向性を示すことが重要である。仮説としては以下が考えられる。

めざす姿の実現に向けた課題と方針 札幌市が取り組むべき取り組み仮説

半導体製造工場はラピダス社が立地する千歳やその周辺自
治体の苫小牧市や恵庭市等の道央南部に集積することが考
えらえるため、札幌市では既に集積している設計会社に加え
、AI関連事業者やユーザ企業、スタートアップの集積を図るこ
とが考えらえないか。

札幌市内に、半導体の研究開発拠点である北海道大学が存
在している。加えて、札幌・北海道スタートアップ・エコシステ
ム推進協議会や札幌AIラボが札幌市内に拠点を置き、イノベ
ーションの取り組みを推進しているため、引き続きスタートア
ップやオープンイノベーションの取り組みを進め、全道に展開
できる「半導体ユースケースを検討する」取り組みを進めるこ
とができないか。

北海道大学や半導体関連企業と連携した産官学の半導体人
材育成に関するプログラムや取り組みを検討できないか。

一極集中の懸念払拭のための課題であり、札幌市としては、
全道に波及する取り組みを進めることが重要な立ち位置では
ないか。
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2. 半導体製造拠点の立地に伴う関係機関の動向の把握

方針１ 半導体関連産業の集積
［具体的な取組］
① 受入環境の整備
● 北海道半導体人材等育成推進協議会をはじめとする関係機関との連携体制の構築
● 用排水施設、周辺道路等の各種インフラ整備
● 複合拠点の実現に向けた製造、研究、人材育成等の関係者によるネットワーク化
・洋上風力をはじめとする再エネの開発
② 道内企業の参入促進・取引拡大
● 道内企業の半導体関連産業への参入促進を図るセミナーやマッチング等の開催
・道内企業の技術力向上に向けた公設試験場等による技術支援、展示会、交流商談会の開催
・新分野、新事業進出をめざす道内企業の商品やサービス開発等の取組支援
・AI、IoT、ロボット導入による生産性向上に向けた人材育成や専門家の派遣
③ サプライチェーンの強化
● 国内外の展示会への出展や企業立地セミナーの開催、海外プロモーションや投資家の招聘
● トップセールスや企業訪問などによる半導体関連企業の誘致

方針２ イノベーションの創出
［具体的な取組］
① 共同研究体制の整備
● 大学の産学連携部門をはじめとする関係機関との連携体制の構築
● 国内外の半導体に関する研究開発拠点の誘致
・産学官の連携による、研究の事業化を支援する「北大リサーチ&ビジネスパーク」構想の推進
● 複合拠点の実現に向けた製造、研究、人材育成等の関係者によるネットワーク化［再掲］
② プロジェクトの組成
● 北海道発の新製品・新技術の開発に向けた研究シーズと企業ニーズのマッチング支援
・半導体関連企業と大学や研究機関などが連携して行う新技術、新商品の創出など、事業化に向けた研究開発の支援
③ スタートアップ等の創出
● 産学官が連携した起業家育成、伴走支援、誘致の促進等によるスタートアップの創出・集積
・研究成果の社会実装を迅速化するオープンイノベーションの推進

（参考） 「北海道半導体・デジタル関連産業振興ビジョン案」において札幌市が取り組めむべき内容について青字でハイライト。
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2. 半導体製造拠点の立地に伴う関係機関の動向の把握

方針３ 人材の安定供給
［具体的な取組］
① 認知度・関心の向上
● 教育機関等と連携したセミナーや出前講座の実施
・科学体験イベントなどの場を活用した若年層向けの半導体関連産業の紹介

② 教育環境の整備
● 北海道半導体人材育成等推進協議会や教育機関と連携した教育内容の検討・充実
● 複合拠点の実現に向けた製造、研究、人材育成等の関係者によるネットワーク化［再掲］

③ 人材の育成・誘致
・IoT、ロボティクス等の先端技術等を有するデジタル人材の育成
● 新規学卒者の道内半導体関連企業への就職に向けた企業説明会の開催
● U・Iターンの促進に向けた移住支援金の支給や就職相談会の開催
・外国人が安心して働き暮らせる環境づくりに向けた相談体制の充実や地域の対応力強化
・外国人材定着のための企業へのセミナーやマッチングの実施
・ほっかいどう未来チャレンジ基金を活用した若者の海外留学や実践活動の応援

（参考） 「北海道半導体・デジタル関連産業振興ビジョン案」において札幌市が取り組めむべき内容について青字でハイライト。
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■北海道経産局の取り組み

北海道半導体人材育成等推進協議会の人材育成・確保ワーキンググループでは、人材育成・確保ロードマップが作成さ
れている。

2. 半導体製造拠点の立地に伴う関係機関の動向の把握

出所）北海道半導体人材育成等推進協議会「人材育成・確保ワーキ
ンググループ・取引活性化ワーキンググループ活動中間報告」
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2. 半導体製造拠点の立地に伴う関係機関の動向の把握

札幌市内に設置されている大学は以下の3大学。北海道大学を中心とした道内の人材拠点となる。
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2. 半導体製造拠点の立地に伴う関係機関の動向の把握

人材育成・確保ワーキンググループで挙げられている課題は以下の通り。
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2. 半導体製造拠点の立地に伴う関係機関の動向の把握

人材育成・確保ワーキンググループで挙げられている課題は以下の通り。
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2. 半導体製造拠点の立地に伴う関係機関の動向の把握
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2. 半導体製造拠点の立地に伴う関係機関の動向の把握

取引活性化ワーキンググループでは、道内半導体関連企業のヒアリング調査およびサプライチェーンマップ作成を実施
しており、現状の整理事項を以下に示し、現状の取りまとめは前段の調査に記載した。
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取引活性化ワーキンググループで挙がっている課題は以下の通り。企業のマッチングニーズは高く、企業間連携を強化
していく方向性である。

2. 半導体製造拠点の立地に伴う関係機関の動向の把握

企業マッチングニーズは高い
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■北海道大学の取り組み

2. 半導体製造拠点の立地に伴う関係機関の動向の把握

✓ 半導体分野における産学官のハブとなる「半導体拠点形成推進本部」を設置。デジタル・AI領域では、データ駆動型融合
研究創発拠点D-REDが中心となって、データサイエンス・AIを駆使し、産学官・地域連携による融合研究を推進している。

✓ 令和6年1月16日には、東北大学と連携協定を締結し、半導体人材育成において、両大学の半導体研究教育部門が中心
となり、「半導体人材育成プラットフォーム」を設置することを発表し、両大学のコンテンツを持ち寄るなどして半導体関連
のeラーニングのプログラムを早期に立ち上げ、将来的には製造プロセスでの実習など高度人材育成に向けた取り組みも
加えるとしている。

データ駆動型融合研究創発拠点D-RED
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2. 半導体製造拠点の立地に伴う関係機関の動向の把握

■一般社団法人北海道新産業創造機構（ANIC）/北海道経済連合会の取り組み
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2. 半導体製造拠点の立地に伴う関係機関の動向の把握
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2. 半導体製造拠点の立地に伴う関係機関の動向の把握

■千歳市の取り組み

✓ 道外の半導体関連企業4000社に昨秋実施した進出意向調査の最終結果をまとめ、市議会総務文教委員会で少なくと
も約千人の従業員が関連企業で働く可能性があることが示された。

✓ アンケートの調査の回答数は528社で、回答率は約13.2％。道内に立地する可能性があると答えた企業40社のうち、
2024年2月時点で千歳市内での立地は36社となっている。

✓ 現在、「半導体関連産業集積調査分析業務及び将来ビジョン」調査を実施している段階であり、令和6年度末に取りま
とめるスケジュールで進めているため、当該調査やビジョンの状況に留意しつつ、札幌市としての政策を棲み分け、場
合によっては連携する必要があり、当該予備調査段階においては先行し、何かしらの結論を導くのは時期尚早である
と考えらえる。

■苫小牧市の取り組み

✓ 苫東に(株)テクノフレックスの企業進出が決定した他、半導体関連企業からの立地視察があるが、ソフトバンクのデー
タセンターや海底ケーブルの陸揚げや苫小牧市スマートシティ官民連携協議会等、様々な政策が並行で動いており、
現在、北海道のために苫小牧市がどのような貢献ができるかを幅広く検討する有識者会議を実施中。

✓ 苫小牧市においては、まずは工場勤務の職員は、おおよそ30分移動圏内に居住することが想定されるとし、苫小牧で
は、まずは千歳市の取り組みを尊重しつつ、全体の状況がわかり次第、半導体関連産業に係る調査や政策を検討す
るとしており、今年度は特段半導体に関連する調査などは実施していない。

✓ また、苫小牧市では、ソフトバンク社のデータセンターの設置や海底ケーブル引き上げ、水素・アンモニア港（CNP）、脱
炭素先行地域など、より直近市として注力する政策が目白押しであり、そちらに優先的に対応している現状である。

✓ 苫小牧の動きについては、参考として次項以降に記載。
✓ また、ラピダスを中心として北海道の新産業としての半導体関連産業エコシステムの構築において、千歳市をバックア

ップしながら道央中心に協力体制を構築することを望んでおり、GXの文脈もあるので、札幌市とも今後連携を強化した
いと考えている。
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（参考）苫小牧市のエネルギー政策

✓ 苫小牧市第4次環境委基本計画を令和5年3月に公表。CCS/CCUS、水素・アンモニア港、等我が国の重要政策の拠
点となるべく、産業政策上も優先して取り組んでいる。

2. 半導体製造拠点の立地に伴う関係機関の動向の把握
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（参考）半導体関連産業の海の玄関口となる苫小牧港管理組合の取り組み

✓ 苫小牧市と連携している苫小牧港管理組合では、令和6年3月27日、半導体工場やデータセンターへのエネルギー供
給も視野に入れた次世代エネルギーの供給拠点戦略を発表し、政府への働きかけを実施している。

2. 半導体製造拠点の立地に伴う関係機関の動向の把握
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2. 半導体製造拠点の立地に伴う関係機関の動向の把握

✓ 苫小牧市では次世代半導体の大型需要産業である大規模データセンターがソフトバンクにより立地されることとなり、
北海道におけるAI、AGI産業拠点の形成にも追い風となると思料。
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2. 半導体製造拠点の立地に伴う関係機関の動向の把握

✓ 参考にAI半導体の業界地図を以下に示す。世界の次世代半導体は以下のAI半導体大手が競争関係にある。

出所）日経クロステック
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2. 半導体製造拠点の立地に伴う関係機関の動向の把握

✓ 参考にAI半導体スタートアップ業界地図を以下に示す。ＡＩスタートアップと半導体関連企業との協業も進みつつある。

出所）日経クロステック
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３．半導体製造拠点の立地に伴う札幌市への影響・効果の調査分析
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3. 半導体製造拠点の立地に伴う札幌市への影響・効果の調査分析

✓ 千歳市での 半導体製造拠点立地に伴い、札幌市にもたらされると想定しうる又は期待できる影響や効果について、関係各
社のヒアリングを中心に多角的に調査分析を行った。

✓ 調査のポイントとしては、工場や設備等の直接投資によるものにとどまらず、周辺産業も含めた雇用、住宅・教育環境、イン
フラなど多角的な観点を中心に現在の政策動向も踏まえての調査を行うこととした。

✓ 結果、前段の関連機関のヒアリングの結果や千歳市近接自治体の苫小牧の政策検討状況を踏まえると、札幌市において
影響や効果を論じるための検討材料は不足しており、現段階で不確定要素も多いため、雇用や住宅・教育環境・インフラに
対する検討を早急に進めるのは令和5年の現段階では早いと結論付けられる。

✓ 一方で、2027年に予定している本格稼働以降の動きを見据えつつ、周辺基礎自治体や北海道庁、政府とも連携しながらキ
ャッチアップしながら影響把握を務めることは重要であり、中長期的に検討するポイントについて以下に示す。

2022 2023 2024 2025 2026 2027               2030 2040

ラピダス社
設立(22) 工事着工 (23)  ▲パイロットライン稼働(25)  ▲IIM-1量産製造開始(27)

 ▲シャトルサービス開始(26)      ▲IIM-2量産開始(30)

関連産業集積
千歳市・近郊,札幌市

人材集積
工場建設要員（瞬間的人材集積）
400～500人 ピーク4000人予定

(2024.01現在) （2024 夏頃）

オフィス：9件
工場：2件
倉庫・物流：1件

オフィス：6件
工場：1件
倉庫・物流：1件

オフィス：2件
倉庫・物流：1件
その他：2件

1年以内 2年以内 量産開始まで

オフィス：2件
倉庫・物流：1件
その他：2件

●
:20か所

●
約1,600人

●
70か所

●
約3,600人

※千歳市調査、●：ANIC調査

※

関連産業
従業員数

ラピダス社で1,000人規模（27）

短期的には、ラピダス社を支える関連企業が千歳市周辺に集積し、
近郊に従業員が居住することが考えられる。このタイミングで海外の
高度人材が多く来日し居住することは想定しにくいという意見あり。
また今時点では、千歳市調査によると工場よりもオフィス進出が6割

2027年の量産稼働状況を鑑みながら、進出を検討する企業
が多くなると想定される。
台湾新竹の集積もUMC(1981年設立)、TSMC(1987年設立)

を考えると20年単位で集積が進むと思料する。

中期的な札幌市の政策を検討す
るにはシャトルサービスが開始し、
IIM-１の量産が安定し、IIM-2も安
定稼働が視野に入る2030年頃を
イメージすることが重要である。
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４．札幌市が取り組むべき政策の方向性 についての検討
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4. 札幌市が取り組むべき政策の方向性についての検討

●札幌市の強みと課題の分析
半導体製造拠点の立地を契機として札幌市が取り組むべき政策の方向性を検討するにあたり、強みとなる要素や可能性
についてこれまでの調査や関連事業者ヒアリングより多角的な視点から分析するとともに、課題や障壁となりうる事項に
ついて整理した。特に令和5年度に策定された「第２次札幌市産業振興ビジョン【令和５年度(2023年度)～令和14年度
(2032年度)】」においてこれからの札幌市における産業振興の方向性について取りまとめられたところであり、当該産業
振興ビジョン内容も踏まえた検討を行った。

当該産業振興ビジョン検討のタイミング
においては、ラピダス社をはじめ次世代
半導体の情報についても十分に公開さ
れている段階ではなく、政府、北海道庁
をはじめ様々な関連組織で検討が同時
並行で進んでいたため、半導体関連の
記載は十分ではなく、本予備調査検討業
務調査において補完するような方向性を
提示することとした。
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4. 札幌市が取り組むべき政策の方向性についての検討

●札幌市の課題（主に半導体関連産業集積に係る領域を抽出）

経済活動の持続
可能性への不安

• 人材不足や市場の縮小等、様々な社会課題を抱える札幌経済において、従来の考え方では、今後、経済活動や
企業活動を維持していくことが困難になっていくことが予想される。

• 市民１人当たりの市内総生産額をみると、令和元年度（２０１９年度）で３８６万円となっており、全国平均（４５９万円
）を大きく下回っているほか、他の政令指定都市と比較しても低い水準である。

IT分野における不安
定な受託開発体制

• IT分野において、受託開発を中心として同業他社や官公庁の需要への依存度が高く、売上が景気動向や元請け
の意向に左右されやすいという課題を有する産業構造である。

労働者不足
若年層の人材流出

• 令和３年（２０２１年）には札幌市は初めての人口減少に転じ、少子高齢化の更なる進行による労働力不足の懸念
• 札幌経済を担う人材への支援において、人材を確保できている企業が低い水準で推移している。
• 道内の情報系大学・専門学校等の学生の道外流出も歯止めがかかっていない状況である。
• 就業率を他の政令指定都市と比較すると、６５歳以上の高齢者では最下位となっており、女性も低い水準。

企業立地環境の
魅力向上

• 企業にとって魅力あるオフィス環境の創出を促進するほか、工業系用地の不足などの課題がある。

専門性を有する
人材の不足

• 全国的なＩＴ/DX人材の獲得競争が激化しており、市内においても道外領域の人材不足が最大の経営課題である。
• イノベーション人材の不足に加え、海外展開を行う際に、現地情報・法制度等の情報・ノウハウ不足、言語・ビジネ
ス慣習の違い等に対応できる人材が不足している。

• 北海道における新規高卒・大卒就職者の離職率も全国平均より高くなっており、若年層の市内企業への定着率に
課題を有する。
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4. 札幌市が取り組むべき政策の方向性についての検討

●札幌市の強み（主に半導体関連産業集積に係る領域を抽出）

産官学金融連携に
よるGX国際金融都
市構想の推進

• 北海道の国内随一の再生可能エネルギーのポテンシャルを最大限に活用し、世界中からGXに関する資金・人材・
情報が北海道・札幌に集積するアジア・世界の「金融センター」の実現に向けて、2023年6月23日に設立した21機
関で構成された産学官金のコンソーシアム（共同事業体）「Team Sapporo-Hokkaido」を札幌市・北海道庁で主導し
、GX投資に関するアジア・世界の金融センターの実現を目指しており、市内総生産額の引き上げも期待される。

大学・研究機関の
集積

• 北海道大学をはじめ高度な大学研究機関が集積していると共に、
北海道内に広域に点在する15大学と4高専、そして複数の関係機
関からなる大学等発研究開発型スタートアップ創出のためのプラ
ットフォームであるHSFC（エイチフォース）を北海道大学が主幹事
機関として運営している。
また、北海道大学は、次世代半導体領域やＤＸ人材育成において
、全国のアカデミアや研究機関とのハブ機能を果たすことが期待
される。

札幌の快適な
住環境

• 札幌市は北海道観光における中心都市であり、年間を通じて多彩なイベントが開催され、まちににぎわいが創
出されているとともに、食やショッピングなどの都市観光に強みを持ち、交通アクセスの利便性も高く、 「住みよ
いまち」の都道府県庁所在地別ランキングや市区町村の魅力度ランキングも常に上位に位置する。

イノベーションエコシ
ステム形成拠点

• スタートアップ・エコシステム拠点都市の推進拠点都市として札幌市を中心
都市拠点化を進めており、札幌市イノベーション推進コンソーシアムや同コン
ソーシアムが推進する「Sapporo AI Lab（札幌AIラボ）」などがある。

HSFC体制図

半導体設計産業の
集積

• 北海道内の半導体設計産業が集積している。
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4. 札幌市が取り組むべき政策の方向性についての検討

●札幌市の強み（主に半導体関連産業集積に係る領域を抽出）

出所）札幌市

✓ Team Sapporo-Hokkaidoを主導する札幌市において、国内外から莫大なGX投資を誘引する機能が期待され、次世代
半導体はじめ道内のGXプロジェクトとの連携が今後期待できる。
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4. 札幌市が取り組むべき政策の方向性についての検討

GX
Green Transformation

DX
Digital Transformation

莫大なエネルギー消費

✓北海道に莫大なDX/GX投資が進む北海道において、DXおよびGXを同時並行で進める必要がある。



札幌市が取り組むべき方向性についての提案（予備調査検討仮説）

札幌市に追い風となる社会環境の変化

• 国際情勢の複雑化、社会経済構造の変化等に伴い、安全保障を確保するため、北海道において、ラピダスを拠点とした次世代半導体拠点や次世代データセンターの
設置、海底ケーブルの陸揚げ等の「DX投資」および我が国のエネルギー安全保障の確保に向けた取組としての再生可能エネルギー（洋上風力、太陽光、水素・アンモ
ニア活用、バイオマス等）への「GX投資」等、異次元の投資が集中しており、北海道経済の中心を担う札幌市を核に、研究開発の推進や人材育成をはじめ、現在の北
海道全体の産業構造にポジティブなインパクトを与え、北海道の国際化を図る絶好の機会である。

• 急速な科学技術の進展により次世代データセンタの設置、生成AI、量子コンピューターの活用等による莫大な計算資源需要が拡大し、次世代半導体供給体制の構築
が急務である。また、人間のような汎用的な知能を持つ人工知能Artificial General Intelligence（AGI:人工汎用知能）やその先のArtificial Superintelligence（ASI：人工超
知能）を見据えた研究開発も世界的に激化している。

• 労働者不足、若年層の人材流出
• 専門性を有する人材の不足
• 経済活動の持続可能性への不安
• IT分野における不安定な受託開発体制
• 企業立地環境の魅力向上

札幌市の現状の課題

• 北海道大学および札幌市内にある半導体設計企業やAIスタートアップ、半
導体製造企業、石狩市から苫小牧市までの北海道バレー構想に関連する
自治体などを集め、ラピダス進出による次世代半導体拠点としての札幌市に
期待する要件を議論し、政策立案を図る仕組みを構築、全国に札幌市の取
り組みを広く情報発信し、ビジョンを示しながら企業誘致のためのニーズ探
索を積極的に行う。

来たるAGI/ASI社会に向けた世界的な次世代半導体設計・研究開発および用途研究による新産業創出オープンイノベーション拠点を目指す

• 札幌市の取り組む方向性としては、ラピダスはじめ道央南部に、次世代半導体工場およびそれを支えるサプライチェーンが集積することが想定され
るため、現状世界的に供給不足となっているAIチップやこれからAGI時代に必要なAIの設計を先んじて取り組み、ラピダスに貢献する取り組みを進
めることが半導体設計企業が集積し、北海道大学を中心とした研究開発拠点を有する札幌市としては妥当ではないか。

• 加えて、北海道で今後展開するスマート農業や遠隔医療、自動走行など半導体需要産業の用途研究やビジネスモデル検討、ビジネスマッチングを
推進するオープンイノベーション拠点を目指すべきではないか。

• 大学・研究機関の集積による「専門人材の育成および研究開発の推進」
• イノベーションエコシステム形成拠点による「新産業の創造および雇用の創出」
• 半導体設計産業の集積による「AI半導体チップ等のデザイン拠点」
• 札幌の快適な住環境による「高度人材の集積」
• 産官学金融連携によるGX国際金融都市構想の推進による「産業面での札幌市の国際化」

札幌市の強みを生かした課題解決の方向性

次世代半導体を切り口としたオープンイノベーション共創会議の開催

札幌市としてワクワクする魅力の拠点ビジョンが重要

具体的な次世代半導体関連プロジェクトの組成

• オープンイノベーション共創会議から札幌市が取り組組むべきプロジェクトを
抽出し、政策へのつなげるためのPoCを実施する。

• 例えば、産官学連携による次世代半導体/DX人材育成や地元企業への次
世代半導体産業への理解、次世代半導体サプライチェーンで重要となるサ
ステナブル調達への理解を進めるためのＧＸ教育、投資 等

段階的にアジャイル型で政策検討を進めてはどうか。
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